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２ 予算特別委員会における村岡正嗣議員の質疑 

 

◆部局別質疑（総務関係）３月 10 日 

 

Ｑ．村岡委員 

日本共産党の村岡正嗣です。早速質問いたし

ます。 

総務部の当初予算案における主要な施策の８

ページ、税収確保対策の強化に関わり質問いた

します。 

個人県民税対策の推進として、県による直接

徴収の実施に１７３万円、ＯＪＴによる人材育

成道場で市町村職員等の研修に４９０万円が予

算計上されています。 

徴収と滞納者対策は重要なことですが、暮ら

しや営業が持続されてこその徴税であるべきで

す。地方税法でも準用している国税徴収法の３

本柱は、税債権の確保、私法秩序の尊重、納税

者の保護です。この納税者の保護として、法 

は、緩和制度、換価の猶予、滞納処分の停止、

超過差し押さえ及び無益な差し押さえの禁止な

どの諸制度を設けています。 政府答弁でも通達

でも、滞納処分は納税者の実情を十分に把握し、

その実情に即しつつ、生活の維持、又は事業の

継続に与える影響など考慮して行うべきとされ

ています。 

しかし、徴収の現場でこれが徹底されており

ません。今、病気で働けなくなってしまった、

失業した、売上げが激減した、様々な事情で税

金を払いたくても払えない状況に陥った人は少

なくありません。こうした中で、過酷な納税、

差し押さえなどによって、深刻な事例も起こっ

ています。 

伺いますが、いかに徴税が必要であっても、

納税者の保護について、法が定めるルールに従

わなければなりませんが、県としてどのように

徹底しているのかお答えください。 

 

Ａ．総務部長 

納税者によりましては、財産の状況や滞納と

なった理由は様々でございます。そのため、県

といたしましては徹底した財産調査を行います

とともに、滞納となった理由や生活状況等を把

握いたしまして、滞納者の実情に即した対応を

行うように心がけているところでございます。 

財産調査の結果、納税資力があるにもかかわ

らず納税いただけない滞納者には、差し押さえ

などの滞納処分を実施しております。一方、財

産がない、生活困窮などの法の定める要件に該

当する場合には、滞納処分の執行停止を行って

おります。ほかにも災害や病気などのため、納

税困難になった場合にも徴収猶予や換価の猶予

を検討しております。 

こうした内容につきましては、 研修ですとか、

あるいは会議等を通じまして、県税事務所の職

員に徹底をしております。引き続き法にのっとっ

た適正な対応に努めてまいります。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

具体的にお伺いします。 

２０１４年のことで、これは新座市のミスで

すが、固定資産税の過大な請求が行われ、６０

歳代の夫婦が自宅を失った事件がありました。

滞納者は低収入で、不安定ながらも、納税はぎ

りぎりまで続けていました。何とか差し押さえ

だけはやめて、競売はやめてほしいと市に訴え

ていたにもかかわらず、 市は当人との面談も行

わず、競売を強行、御夫婦は家を失いました。  

その後、過払い金が返金されても、自宅に戻る

ことはかないません。この事件、税の算定ミス

は論外ですが、根底に、納税者の保護は考え 

ず、徴収ありきを優先した市の姿勢が、取り返
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しのつかない結果を招いたのです。滞納者の個

別具体的な事情を十分に把握するという点で、

県として、市町村に対してどのような指導を行っ

てきたのか、お答えください。 

 

 

Ａ．総務部長  

市町村の徴収に関しましては、県は指導する

という立場ではなくて、助言、支援するという

立場ということで、お答えをさせていただきた

いと存じます。 

市町村におきましても、滞納者の状況は様々

なので、個別具体的な実情を十分に把握した上

で、適切に判断して、滞納処分、滞納処分の執

行停止を行っているというふうに考えておりま

す。それぞれ様々な協議会等の中でも、きちん

とした、 そういう処理をしていくということで、

皆さんが共通の認識を持って、現在も市町村と

ともに業務を進めているというような状況でご

ざいます。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

しっかりやってもらいたいと思います。 

私は一昨年の決算特別委員会で、本県も加盟

している全国地方税務協議会での滞納整理の研

修会について質問いたしました。研修資料の中

に、徴収職員の心構えとして、差し押さえを武

器にした強い交渉とか、差し押さえはちゅうちょ

するなとか、話の打ち切り方などの交渉術が列

挙されていました。非常に強権的でした。生活

実態を無視した徴収強化となる研修であっては

ならない、こうただしたことをよく覚えていま

す。 

一方、滋賀県野洲市は、生活再建支援の自治

体として教訓的です。野洲市のおせっかいを強

化するがその特徴ですが、年金収入しかない６

０代の男性が、健康保険料や公営住宅の家賃も

払えなくなった、退去を迫られる中、市がお 

せっかいを発揮して、サラ金に過払い金がある

ことから、過払い金を原資に借金を完済して、

生活を立て直すことができたとの一例が新聞で

も紹介されました。こうした住民の生活再建を

支援する、徴収の分野において支援すること、

非常に私、大事と思いますが、本県ではどう取

り組んでいるのか、お答えをください。 

 

 

Ａ．総務部長  

野洲市の例を挙げられておりました。新聞報

道等によりますと、野洲市では多重債務等で困っ

ている市民の方がいらっしゃった場合に、各課

の窓口職員が市民生活相談課へ連絡をいたしま

して、市民生活相談課が相談に応じているとい

う形で、こういう対応をされているというふう

に聞いております。同様に、本県におきまして

も、県税事務所の窓口で多重債務者や就業等に

関する相談窓口の一覧を備え付けてありまして、

必要に応じて納税相談の際に御案内をするとい

うような形で対応を行っておるところでござい

ます。 

適切に対応をこれからもしてまいりたいとい

うふうに考えております。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

私の関わった川口市の御夫婦の相談ですが、

仕事上のトラブルで住民税が滞納となりました

けれども、市と協議して分割納付していたと。

ところが、いきなり県へ引き継がれ、県から給

料を差し押さえると言われて、障害を持った妻

と２人暮らし、生活が成り立たないほどの分納

額の引き上げを迫られたと。給料を差し押さえ

られたら会社にいられなくなってしまうという

ことで、分納すらできなくなる。不安以上に大

きな、その方は屈辱感を味わったとの訴えがあ
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りました。 

要求資料の６には差し押さえ件数や換価の額

などが示されていますが、質問ですが、地方税

法第４８条によって、本県が市町村から引き継

いだ個人県民税について、平成２６年度の滞納

引継件数、金額、差し押さえ件数、金額を端的

にお答えください。 

 

 

Ａ．総務部長  

個人県民税対策課長からお答え申し上げます。 

 

 

Ａ．個人県民税対策課長  

平成２６年度の実績を申し上げます。４５の

市町から６２６件、滞納税額にいたしまして７

億７，０００万円を引き継いでいるところでご

ざいます。そのうち、差し押さえ件数につきま

しては３１３件、差し押さえの滞納税額につき

ましては４億４，０００万円ということでござ

います。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

引き継いだ件数が６２６件に対して、差し押

さえた件数は３１３件ということで、これは当

然、その差し押さえた件数は、ダブルカウント

とかトリプルカウントもあるんでしょうけれど

も、私は３１３件とは余りに多過ぎるなという

印象を持っています。 

それで部長、４８条で市町村から引き継げる

期間は１年以内ですね。そこで、解決を急ぐ余

り、差し押さえを急いでいるのではないでしょ

うかとお答えいただきたいし、丁寧に対応すれ

ば、実態としての納税に結び付くのではないん

ですか。しかも今、４億４，４００万円という

金額は、これは差し押さえ額の滞納額に過ぎな

いわけです。換価等によって、実際に県に入っ

てきた金額は幾らだったのかとお答えをいただ

きたいと思います。 

 

 

Ａ．総務部長  

滞納整理につきましては、できるだけ早期に

対応することが解決のポイントとなります。県

では、滞納者の納税資力を適切に調査確認して

いるところでございまして、その調査の結果、

納税資力がある場合には、資力に応じた納税を

促しているというところでございます。それで

も納税されない場合は、公平な徴収を確保する

ために預貯金や給与などの差し押さえを行って

いるというところでございます。財産がない、

生活困窮など法の定める要件に該当する場合に

は、滞納処分の執行停止を先ほど申し上げまし

たとおり行っていると。差し押さえや滞納処分

の執行停止に当たりましては、いずれも滞納者

の実情を確認した上で、適正に現在行っている

というところでございます。 

換価の額につきましては、個人県民税対策課

長からお答え申し上げます。 

 

 

Ａ．個人県民税対策課長  

換価の額の御質問でございますが、自主納付

分も含めました徴収金額で申し上げますと、約

３億７，０００万円ということでございます。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

４億４，４００万円、金額相当差し押さえを

して、今の答弁では３億７，０００万円という

ことですね。これはいわゆる財産、禁止財産の

こともありますので、先にそれを聞いて、もう

１つ続きを聞かせていただきます。 

鳥取県での児童手当訴訟にかかわって伺いま

すが、この事案は、預金口座に入金された児童
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手当を県が差し押さえてしまったと。子どもの

ために児童手当が必要、取り戻せないかという

ことで、広島高等裁判所松江支部の判決では、

児童手当法第１５条、差し押さえ禁止の趣旨に

反するものとして違法であるとして、鳥取県に

返還を命じました。鳥取県は、滞納整理マニュ

アルを、児童手当等の特別法による差し押さえ

禁止債権の入金の有無について、十分に確認す

ることなどと改定を行ったわけですが、こうし

た児童手当等の差し押さえ禁止財産について、

鳥取県での判決を教訓化して、本県も今後の人

材育成道場など研修等を通じて徹底すべきと思

いますが、この点をお答えください。 

 

 

Ａ．総務部長  

鳥取県の事例では、児童手当が口座に振り込

まれた直後に差し押さえというのをしておりま

して、また預金残高のほとんどが児童手当の入

金であったことなどから、児童手当の差し押さ

えと同等と判断されて違法とされたというもの

でございます。 

通常、差し押さえ禁止の債権が口座に振り込

まれた場合、預金として差し押さえることにつ

いては、最高裁判例では違法ではないというふ

うにされています。そういうようなことも、こ

の２つを踏まえまして、鳥取の判決を受けまし

て、預金の原資が児童手当であると認められる

ような場合には、滞納者の預金口座に振り込ま

れた児童手当の滞納処分を控えるように各事務

所には周知徹底をしているところでございます。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

実情を十分に把握すると、即して対応をする

ということは非常に私、大事だと思っているの

で、差し押さえをして換価される、しかしその

ことによって、その方がその後、きちんと納税

ができるかというのは、非常に私は疑問を持っ

ているんです。そういう意味では、やはり丁寧

に納税の猶予とか、あるいは分納、こういった

ことをしっかりと研修の中にも取り入れていた

だいて、結果として、長期スパンでちゃんと徴

税がはかどると、こういう形が望ましいと思っ

ているんですが、 この人材道場などで、そういっ

た趣旨の研修を位置付けてやるかどうか、その

点を最後にお聞きします。 

 

 

Ａ．総務部長  

委員御指摘のような研修につきましての中で

も、十分そういうことについて徹底していくよ

うな研修の中身にしてまいりたいというふうに

考えております。 

 

 

 

◆部局別質疑（環境部）３月 11 日 

 

Ｑ．村岡委員 

日本共産党の村岡正嗣です。 

私は、温暖化対策と再生可能エネルギー推進

について、当初予算における主要な施策１ペー

ジから１０ページ、要求資料は１５ページから

１７ページに関わって質問します。 

昨年１２月、パリで国連気候変動枠組条約第

２１回締約国会議、ＣＯＰ２１が開かれ、新た

な法的枠組みとなるパリ協定を含むＣＯＰ決定

が採択されました。パリ協定では、今世紀後半

には人為的排出を実質ゼロにする、２度未満を

下回る１．５度未満を努力目標とするなど、合

意されました。世界は、脱炭素社会に向け大き

な一歩を踏み出しました。 

しかし、日本政府が示した温室効果ガス排出

量の削減目標は、２０３０年度までに２０１３

年度比で２６％減と、先進国では最低レベルで
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す。しかも、その前提となる長期エネルギー需

給見通しは、旧来の原子力と石炭、火力をベー

スロード電源とし、再生可能エネルギーを抑制

するものです。 今日３月１１日は東日本大震災、

福島第一原発事故から５年目です。しかし、政

府は、危険な原発を再稼働させ、ＣＯ₂を大量排

出する石炭火力発電の大幅増設です。 これでは、

世界の潮流に逆行するものと厳しく指摘してお

きます。 

そこで、地球温暖化対策における自治体の役

割と責任に関わり伺います。 

本県は、ストップ温暖化・埼玉ナビゲーショ

ン２０５０を策定し、温暖化対策を進めていま

すけれども、パリ協定を受け、計画の見直しが

必要ではないかと考えますが、 お答えください。 

 

 

Ａ．環境部長  

国と県の削減目標等につきましてでございま

すけれども、国が2030年度に２０１３年度比２

６％削減するという計画を立てておりまして、

埼玉県のほうは２０２０年度に２００５年度比

２１％削減するということで、目標のスタート

年度と数値が違っております。埼玉県の数値を

国のほうの数値に推定で置き換えてまいります

と、２０１３年度基準年を試算といたしますと、

２０２０年度の県の削減目標は、国の削減目標

１０．７％でございますけれども、これよりも

７．２％、削減目標としては上回っております。

したがいまして、国よりも厳しい削減計画を埼

玉ナビゲーション２０５０では作っております。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

国に合わせるとプラス７．２％ということで、

県の計画のほうが、むしろ国より上回っている

というか、そういうお話でした。 

それでは、その県の目標そのものですが、計

画どおり達成できるのかということです。埼玉

ナビゲーション２０５０の最終年度は２０２０

年度です。そこで、当初予算で計画期間後半の

最重点施策と位置付けられた削減の進んでいな

い家庭部門の省エネ化と運輸部門の低炭素化に

ついて伺います。 

温室効果ガス排出量の２０１３年度実績では、

目標値に対して、家庭部門で１００万トン、運

輸部門で７９万トンが未達成です。この２部門

について、あと４年しかありません。今後どの

ようにして各計画目標を達成するつもりか、お

答えください。 

 

 

Ａ．環境部長  

まず、家庭部門についてでございますけれど

も、省エネとか節電などのいわゆる低炭素型ラ

イフスタイルへの我々の生活の転換が非常に重

要だというふうに考えております。 そのために、

例えばエコライフＤＡＹ、今年度１０５万人の

県民の方に参加していただきましたけれども、

こういうことをはじめとした普及啓発に更に取

り組むことが非常に重要だというふうに考えて

おります。 

それに加えまして、平成２８年度につきまし

ては、子どもへの普及啓発が非常に重要だ、有

効だというようなことから、温暖化を漫画で訴

えるような冊子、資料を作って、それを各学校

に配布するというようなことで、子どもに対し

ての普及啓発を強めていきたいというふうに考

えております。 

自動車のほうにつきましては、基本的にはＥ

Ｖ、ＰＨＶ、先ほどのＦＣＶなどの普及が非常

に重要だというふうに考えておりますので、こ

れらの次世代自動車の展開、普及を更に進めて

まいりたいというふうに考えております。事業

者に関しましては、２００台以上車を保有する

事業者につきましては、低燃費車の導入を義務
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付けておりまして、 これを今年度、今までの 

５％から２０％、低燃費車を導入するというよ

うなことで事業所にも協力をお願いしておりま

す。 

さらに、エコ通勤というようなことで、マイ

カー通勤の方に対して、例えば自転車なり公共

交通機関を使うというようなことでマイカー通

勤の量を減らすということで、来年度からしっ

かりとお願いしてまいりたいというふうに考え

ております。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

しっかりやってもらいたいと思います。 

次に、埼玉ナビゲーション２０５０には、最

重点施策の１つに、 「再生可能エネルギーの活

用と産業の発展の好循環をつくる」ことが位置

付けされています。私は、この点ですね、県民

主体の好循環を目指すと、こういうことであれ

ば大いに評価したいと思います。 

私はこの間、再生可能エネルギーの推進で地

域循環型経済の実現をと繰り返し求めてきまし

た。知事からは、問題意識は同じだ、再生可能

エネルギーの活用は極めて重要だなど、共通認

識が示されております。 

問題は、どう現実のものとするかです。伺い

ますが、県有施設における再生可能エネルギー

の取り組みは進んでいるんでしょうか、また、

その実績は広く県民にアナウンスされているん

でしょうか、お答えください。 

 

 

Ａ．環境部長  

県有施設への再生可能エネルギーの導入状況

でございます。 太陽光発電設備につきましては、

さいたまスーパーアリーナなどを含めまして１

７５の施設に導入しております。また、太陽熱

利用設備につきましては、環境科学国際セン 

ターをはじめとして５９の施設に導入しており

ます。地中熱につきましては、西部地域振興ふ

れあい拠点などの２施設に設置しております。

県有施設におきまして、太陽光発電の総発電量

を一般家庭に置き換えますと１，６００世帯分

の太陽光発電の設備が県有施設のほうで設置さ

れております。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

いろいろチャレンジをしていることは分かり

ました。 

それで、せっかくそうやって再生可能エネル

ギーに取り組んでいるわけですので、地域の人

やその施設を利用する方に、それが分かるよう

に表示をする、そのことでアナウンスというこ

とを言ったんですが、これはしっかりやってい

ただきたいと提案しておきたいと思います。 

私は、再生可能エネルギーの推進は、市民に

よる地産地消のエネルギーが鍵ではないかと考

えております。１人１人が地球温暖化による危

機を意識し、自ら省エネに取り組む、ライフス

タイルを見直す、認識を高める。その意味で、

市民が主体的にエネルギー生産に参加すること

は決定的です。 

そこで、私はこれまで市民共同発電事業の推

進を求めてきましたけれども、県や市の補助制

度、それが呼び水となっていることも承知して

おりますけれども、同時に、市民が一定割合の

寄附や出資が条件として求められております。

お金を出してまでエネルギー事業に参加するこ

とで、正に主体者となります。行政の役割は後

押しすることで、市民共同発電事業が県内各地

に大きく広がることで、再生可能エネルギーの

推進が地に足の着いた形で図られるんじゃない

かと私は思います。 

そこで、県として市民共同発電事業へ、いわ

ゆる補助金を出すだけでなく、積極的に幅広い
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支援を行う必要があるんじゃないかと思います

が、答弁を求めます。 

 

 

Ａ．環境部長  

現状につきましては、まず、委員御指摘のよ

うに、保育園とか自治会館等に太陽光発電を設

置するＮＰＯ等に補助を行っているということ

でございます。更なる積極的な支援ということ

でございますけれども、今までに多くの施設に

太陽光発電が、この市民共同発電事業によりま

して設置されております。この設置した効果と

か環境教育への成果等を確認して、積極的に情

報提供を行っていくことが重要というふうに考

えております。 

さらに、事業に新たに参入するＮＰＯ等に関

して、例えば寄附金の集め方とか事業者との交

渉術とか、環境教育の成果等について、なかな

か不安な面があるというようなこともございま

すので、それらについてしっかりと情報提供す

るなど、ソフト面での支援も今後充実させてい

きたいというふうに考えております。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

そのソフト面ですね、非常に大事だと私も思

います。私の地元でも、今度町会会館の屋根に

つけるということも決まったようです。ただ、

それを地域住民の方が必ずしもみんな知ってい

るわけではないんですね。そういう意味で、非

常にこの部分においてもアナウンスも含めて、

しっかりやる必要があるかと思います。 

そして、要求資料１７ページを見ますと、こ

こに市民共同太陽光発電設置実績がありますけ

れども、５年間での設置実績は１２件というこ

とが分かりますが、この事業へ寄附や出資した

方の人数というのは、県は把握しているんでしょ

うか。分かったら御答弁願います。 

Ａ．環境部長  

担当課長のほうから回答させていただきます。 

 

 

Ａ．温暖化対策課長  

平成２２年度から２６年度までの合計で３，

３４９、団体も法人も個人もありますので、 

３，３４９者でございます。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

３，３４９者ということですね。この中で埼

玉県内の人、あるいは者ですか、これは分かり

ますか、埼玉県内で何者ということは。 

 

 

Ａ．環境部長  

すみません。それも担当課長のほうからお答

えさせていただきます。 

 

 

Ａ．温暖化対策課長  

個々の事業につきまして、県内、県外につい

ては把握はしてございません。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

私は、これは必ずしも県内に固執する必要は

ないと思います。飯田市の「おひさまファンド」

などは、全国からお金が集まっているんですよ

ね。５，０００円でも１万円でも自分で出資を

することによって、その家庭が環境に非常に関

心を持つ。そういう意味で私は、市民共同型あ

るいは市民が主体だということが大事だという

ことは、そう言っております。 

ＨＥＭＳがエコタウンで導入されたと思うん

ですが、感想文の中で気になったのは、国と県

で補助金が出て、ただでもどうですかと言われ
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てつけたけれども、 最初は興味持ったけれども、

関心がなくなったという話もあって、あれも非

常に教訓的な話だと思うんですね。 

それで、続いて伺いますけれども、私は以前

も予算特別委員会で提案したんですけれども、

この地球温暖化対策、それから再生可能エネル

ギーの推進というのは、埼玉県としての取り組

みの組織としては、いわゆる縦割りでなく、全

庁横断的な組織というものが必要じゃないかと

いうことを提案させてもらったことがあります。

知事も、この点は検討したいということをその

とき答弁をされたはずなんですね。 

これは各部局でそれぞれやっているんですよ、

それなりにね。ところが、環境部の意識と違う

と思うんですよ。やはり環境部のような意識を

持っていれば、自分の施設で、例えば地中熱等

をやろうという気持ちになるんだけれども、そ

こができない。そういう意味では、実効ある温

暖化対策、再生可能エネルギーの推進にふさわ

しい組織への再編強化をやっているかどうか、

どうするのかお答えください。 

 

 

Ａ．環境部長  

まずは環境部のほうでも、 例えば環境政策課、

温暖化対策課、エコタウン課、それぞれでエネ

ルギー施策を行っております。 これを来年度は、

エコタウン環境課ということで、それぞれ各課

が持っているエネルギー部門を１課に集めまし

て、環境部としてしっかりとしたエネルギー施

策ができるように、組織を強化してまいりたい

というふうに考えております。 

 

 

委員長  

６秒です。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

しっかりやってください。 

 

 

 

◆部局別質疑（産業労働関係）３月 14 日 

 

Ｑ．村岡委員 

日本共産党の村岡正嗣です。 

最初に、先端産業プロジェクトの推進に係り

伺います。 

知事は、本定例会で県内企業にその裾野を広

げていく、県内企業の９９．９％を占める中小

企業の生産性の向上も重要と答弁しています。

特定企業の支援ではなく、全県の事業者を視野

に入れた産業振興策とすべきは言うまでもあり

ません。 

まず、埼玉県が先端産業プロジェクトを推進

する意義について見解を伺います。 

 

 

Ａ．産業労働部長  

経済のグローバル化、進んでおります。 また、

生産年齢人口が減少している。そういう中にあ

りまして、企業が発展的に、また企業経営を維

持していくためには、新しい成長分野に対して

チャレンジする精神が大事だと考えておるとこ

ろでございます。そういった意味で、大学や研

究機関の持っているシーズと県内企業の高い技

術を融合させて新しい成長産業、そういったも

のに県内企業がチャレンジできるような環境を

我々はつくって、最終的にはそういった成長産

業の集積を図りたい、それが先端産業プロジェ

クトでございます。中小企業が幅広く参加でき

るように、我々環境を整えていきたいと思って

おります。 
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Ｑ．村岡委員 

部長、これくれぐれも一企業のためというこ

とではなくて、全事業者、幅広く、ここが鍵で

すから、そこをしっかり強調しておきます。 

次に、私は産業振興の基本に地産地消による

地域循環型経済をと繰り返し提案してきました。

お金が県内を循環する産業こそ必要です。２０

１３年の予算特別委員会では、木質バイオマス

を提案させていただきました。本県には豊富な

森林資源がありながら、十分に活用されていま

せん。木材を供給する川上と、それを消費する

川下の両者のマッチングに有効ではないかと考

えたからです。 

ところで、先月１８日に開催された平成２７

年度埼玉県次世代住宅産業プロジェクト成果報

告会に参加した折、その中で木質系断熱材の開

発の報告を興味深く拝聴しました。埼玉県産材

を利用して木質系断熱材、ウッドファイバーや

高度用パネルを作る開発です。要求資料の９に

あります。最大の課題がプラント製造に巨額の

設備投資が必要との報告でしたが、川上から川

下を結ぶモデル事業となり得る可能性を感じま

した。 

そこで、地産地消による地域循環型経済の実

現へ県として今後どう取り組んでいくのかお答

えください。 

 

 

Ａ．産業労働部長  

新エネルギー分野の次世代住宅の正に報告会

でございましたが、その中でも話題になりまし

た木質系の断熱材でございます。県産材の間伐

材とか、プレカットの廃材を利用している正に

地産地消、正に環境に優しい製品だと思ってお

ります。木ならではの、正に湿度調節機能とか

ございまして、そういう意味で非常に有効な素

材となっております。 

来年度は、市販できるようなパネル型の素材

にするように研究開発を進めまして、市場に平

成２９年度から出せるように引き続き資金面、

技術面などの支援をしていきたいと思っており

ます。 

 

Ｑ．村岡委員 

これ環境部で温暖化対策のときに家庭部門が

遅れているんですね、そういう意味でもこの部

分が効果的になれば非常にいいなと私も思って

いますので、しっかりやってもらいたいと思い

ます。 

次に、当初予算案における主要な施策５ペー

ジにある埼玉県次世代住宅産業プロジェクトの

１つですが、地中熱ヒートポンプシステムにつ

いて伺います。 

埼玉県は日照時間が長い、だから太陽光発電

が適していると強調され、太陽光以外のエネル

ギーは余り注目されてきませんでした。 しかし、

地中熱を利用したエネルギーはある意味、無尽

蔵とも言えます。当県議団は、これまでも県内

での地中熱ヒートポンプシステム開発に取り組

む先進企業への視察、川崎市による実証システ

ムの視察等を行ってまいりました。 

一方で、地中熱利用において住宅分野など、

小規模施設への活用が進まぬ最大の課題がシス

テム導入のコスト高にあるということも承知し

ているつもりです。 

そこで伺いますが、本県として今後の事業見

通しをどう考え、どう支援するつもりなのか答

弁をお願いします。 

 

 

Ａ．産業労働部長  

地中熱ヒートポンプのシステムでございます

が、先端産業創造プロジェクトの中の事業化に

一番近いところにあると私ども考えております。

具体的には、直膨式と申し上げまして、熱交換

機を使わずシンプルな構造ですのでコストが下
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がりますし、また地中に掘ります掘削する穴で

ございますが、そこが３分の１程度で済むとい

うことで、経費の軽減にもつながりますので、

今後もこれを市場に売り出せるよう、今後、現

在試作機ができておりますので、実証実験を平

成２８年度に重ねまして、２９年度には市場に

出せるよう支援をしていければと思っておると

ころでございます。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

先ほども言いましたが、要はコストなんです

ね。ですから、ここをしっかり押さえて、そし

て繰り返しますが、県内全事業者を対象にして

やってもらいたいと思います。 

次に、要求資料１０の労働法等の周知につい

てでございます。 

先日、労働相談員の方からお話を伺いました。

運送業勤務の方からは、事故による修理代など

何かあるたびに自己負担とされている。時給７

８０円、最低賃金以下で働かされている人もい

たそうです。１時間早出をさせられた後でタイ

ムカードを押して、夜８時にタイムカードを押

して、更に２時間残業させられた人の相談もあっ

たそうです。保険会社勤務の方からは、ノルマ

未達成だと２か月で退社を迫られ、しかも自己

都合に追い込まれた相談など、最近の特徴は事

業者側が強圧的になっていることという話もあ

りました。 

特に、皆さん共通した御意見として、事業者

側も労働者側も労働法等についての理解がなさ

過ぎるとのことでした。本県は、労働セミナー

や出前講座、手引書の配布など周知を行ってお

りますけれども、まだまだ不十分と言わざるを

得ないと私は思います。 この周知徹底について、

来年度どうするのかお答えいただきたいと思い

ます。 

 

 

Ａ．産業労働部長  

御指摘のとおり労働相談、今年度で約５，０

００件くらいきておるんですが、依然として多

くのトラブルがあるというのが現状でございま

す。お話のように、やはり労働法に対する基本

的な基礎的な知識がお互いに不足しているとい

うのを実感しているところでございます。 

県では、先ほど委員からお話ございました労

働セミナー、また事業者向けにもセミナーを開

催をするようにしております。 また、 若者世

代、特にブラック企業やブラックバイトという

のが話題になりますが、若者の労働法等の基本

的な知識を何とか醸成するために、県立高校な

どへ出前講座をということで、まだ一部でござ

いますが、それを行っているところでございま

す。今後は、若い世代から、まずはしっかりやっ

ていこうと思いますので、私立高校や専門学校

にまで来年度ちょっと拡大をしまして、出前講

座というのを拡充し、若い世代から労働法規に

対する基本的な認識を進めてまいりたいと思い

ます。さらに、チラシ等も一層のＰＲのために

十分活用してまいりたいと思っています。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

要求資料１０を見ますと、 出前講座が１１回、

実質回数ということと、 労働ハンドブックが１，

０００部を当初に発行という話があるんですが、 

もう絶対的に私は少ないと思うんですよね。そ

れで、是非これは増やさなくちゃいけないと思っ

ているんだけれども、今部長がお話しされた中

でブラック企業、ブラックバイトについて

もしっかり若い方向けにやりたいという話で、

非常にこれ大事です。さいたま市のパンフレッ

ト見ますと、きっちりとページを割いて、ブラッ

ク企業について記述があるんですよ。私、埼玉

県のパンフ見たら見当たらなかったんです。是
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非これ取り入れていただきたいと思うんですが、

その件について最後に御答弁をお願いします。 

 

 

Ａ．産業労働部長  

ブラック企業、ブラックバイト、若い人たち

がこれから働いていくに当たっての大きな足か

せになるような、そういう社会的な企業という

のは非常に許し難いと私個人的にも思いますの

で、今後そういったものを周知するために取り

組んでまいります。 

また、労働相談の実施する機関等で構成しま

す若者労働連携会議というのを今年度設置して

おるんですが、そこでも意見交換しております

ので、そういった内容をハンドブック等に反映

させるように検討してまいります。 

 

 

 

◆部局別質疑（都市整備部）３月 15 日 

 

Ｑ．村岡委員 

日本共産党の村岡正嗣です。 

県営住宅の整備に関わり質問いたします。要

求資料の８です。 

公営住宅法は、国と地方公共団体が協力して

住宅を整備することにより、国民生活の安定と

社会福祉の増進に寄与するとしています。しか

し国は一貫して持ち家政策をとり、公営住宅の

整備は後回しにしてきました。その中で県営住

宅の果たしてきた役割は極めて大きいといえま

す。 

県は、昨年３月に県営住宅の在り方について

検討結果をまとめています。県営住宅のストッ

ク保有は世帯数比０．７６％という県営住宅の

サービス水準を維持するとしています。しかし、

県営住宅の総数は世帯減少に合わせて２０５３

年には、さいたま市を除き３，０００戸ほど減

らす計画になっています。潜在的な重要から考

えれば、県営住宅の戸数は決して十分とはいえ

ません。とりわけ南部地域や南西部地域の状況

は深刻です。 

まず伺いますが、川口市など南部地域、朝霞

４市など南西部地域での県営住宅の募集倍率に

ついて、この５年間で一番高かった倍率につい

て端的にお答えください。 

 

 

Ａ．都市整備部長  

南部地域では平成２２年度の２４．５倍、南

西部地域では平成２２年度の２０．５倍でござ

います。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

いずれも２０倍を超える住宅もありました。

実際に市営住宅も県営住宅も、何度申し込んで

も当たらないという声が私のもとにも寄せられ

ています。最初から諦めている人も少なくあり

ません。今非正規雇用の拡大とか年金の引き下

げ、低収入の単身世帯や高齢世帯の増加などに

よって、公営住宅の需要はますます増えていま

す。住まいは人権だと考えるべきです。県営住

宅の建て替えを加速させると同時に、とりわけ

南部地域や南西部地域では世帯数比に捉われず、

思い切って整備を進めていただきたいと思いま

すが、答弁をお願いします。 

 

 

Ａ．都市整備部長  

県内の世帯数は現在増加しております。今後

１０年間程度は増加するというふうに見込まれ

ておりますが、その後減少するということに見

込まれております。もう人口減少につきまして

は早々にという状況の中で、増加する世帯数に

合わせて県営住宅を、例えば新築していくとい
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うようなことを行った場合、その後の世帯数減

少期には余剰な資産となる可能性がございます。

このため、将来県営住宅が過度のストック、負

の財産とならないように、ピークを迎えるまで

の短期的な需要に対しましては、平成１４年度

から借上げ方式による県営住宅の供給を行って

おります。 

借上げ方式の県営住宅につきましては、設備

投資に係る初期投資が少なくて済みます。 また、

短期間で機能的に需要が高い地域にダイレクト

に供給できるというメリットがございます。今

後も借上げ型のメリットを生かして、県営住宅

の整備を進めてまいりたいというふうに思って

おります。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

今、部長から過度のストックという話が出ま

したけれども、それは私からすれば全くの杞憂

です。将来的に仮にそうした住宅が生まれたと

しても、いろんな形の再利用は十分可能だと私

は思っています。そういう意味で、改めて住ま

いは人権の立場に立って、強く、整備を進めて

もらいたいということを指摘をしておきたいと

思います。 

次に、県営住宅のエレベーター設置について

伺います。 

県営住宅での大きな課題は高齢化です。要求

資料の１７ページでは、県営住宅入居者数５万

４，９４９人中６５歳以上が１万５，３８８人、

２８％、これは県平均です。さいたま市内の与

野高層団地は４９％、植竹団地４５％、大久保

団地４３％など、大規模団地では入居者の半数

近くが６５歳以上の世帯です。病気や障害を持っ

た方も増え、皆さん３階以上の昇り、それから

下ることも本当に大変です。今後さらに高齢化

が進みます。エレベーターの設置は待ったなし

の課題でございます。 

当初予算案における主要な施策の１１ページ

によれば、来年度与野上落合団地と越谷蒲生団

地の既存県営住宅２棟でエレベーター設置とあ

ります。今年度も２棟でした。少な過ぎます。

しかも来年度予算案には設計費が計上されてい

ません。ということは、２０１７年度は既存へ

の設置はゼロじゃありませんか。なぜかと疑問

に思いましたが、受益者負担を導入するか結論

が出なかったので設計予算を見送った、そんな

話を聞きました。事実ならこれはとんでもあり

ません。皆さんよそに移ることの困難な方がほ

とんどであります。 

そこで部長、年間１０棟とか２０棟とか予算

を大幅に増やしてエレベーター設置を推進すべ

きではありませんか、答弁をお願いします。 

 

 

Ａ．都市整備部長  

後付けのエレベーターにつきましては、平成

２４年度から着手しております。現在までに３

団地４棟が設置済み、１団地１棟で工事中、２

団地２棟で設計中でございます。この後付けエ

レベーターに関しましては、１基当たりの費用

が多額ということから、費用を要する反面、エ

レベーターを利用できる高齢者の数が１棟当た

りの数が少ないという効率性の悪い事業でござ

います。このため、費用もかかるということも

ございまして、大幅に増やすことが困難な状況

になっております。そのため、県ではエレベー

ターが設置できない住宅棟では、階段の昇り降

りに支障を来すようなお年寄りを優先的に低層

階、低い階へ移り住んでいただくというような

ことで対応を図っているところでございますの

で、御理解を賜りたいと存じます。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

費用が大きいということなんですが、この５



2016 年２月定例会 県政資料 130 号 

 
- 42 - 

 
 

年間の県営住宅の整備費予算を見ると、５年前

は６４億円程度ありましたけれども、激減して

いるんですね、そもそも。ですから、まずそこ

自体が問題なんです。 

そこで、今低層階への住み替えというお話が

ありました。２年前に障害者手帳が必要だった

ものを医師の診断書があれば認めると基準を変

更しましたね。その結果住み替えが進んだとお

聞きしました。この点は私も大いに評価したい

と思います。ただ現在住み替えは同一団地でし

か認められていません。部屋が空いていない場

合、いつまでも住み替えることはできません。

是非同一市内や近隣の県営住宅が空いていれば、

住み替えを認めるような制度を改善すべきと考

えますが、答弁をお願いします。 

 

 

Ａ．都市整備部長  

階段の昇り降りに支障のあるような方々につ

いては、確かに現在同一団地内ということで認

めております。これは、原則公募によるという

入居規定の例外に当たるものでございまして、

事情を考慮して例外を設けているものでござい

ます。公募による入居者の皆様との公平性を考

えれば、現在の住戸とほぼ同じ条件である同じ

団地ということで住み替えを例外的に認めてい

るという考えに基づくものでございます。 

例えば、これから募集を行う新築直後の住宅

に空き室があるからといいまして、安易に同じ

市内ということで住み替えを認めてしまうと、

公募で入居される方との間に公平性が問題視さ

れるというような問題もございます。一方、県

営住宅のますますの高齢化の進展を考えますと、

御指摘を踏まえまして、今後近隣などへの住み

替えにつきましても研究してまいりたいという

ふうには思っております。 

 

 

委員長  

17秒です。 

  

 

Ｑ．村岡委員 

しっかり研究してもらいたい。 そして最後に、

２階への住み替えは可能なのかと。可能だとす

るならば、この情報が全く入居者に届いており

ません。そういった意味では住み替えの情報を

しっかり高齢世帯に届けてほしい。そういうこ

とをやるかどうか、併せてお答えください。 

 

 

Ａ．都市整備部長   

情報を提供をするのは県の大事な務めでござ

いますので、情報の提供には住宅供給公社とも

ども努めてまいりたいと思います。 

それと、２階への住み替えにつきましては、

住宅課長のほうから御答弁をいたします。 

 

 

Ａ．住宅課長  

現在２階への住み替えも可能となっておりま

す。 

 

 

 

◆部局別質疑（県土整備関係）３月 16 日 

 

Ｑ．村岡委員 

日本共産党の村岡正嗣です。 

早速質問に入ります。 

まず、当初予算案における主要な施策７ペー

ジ、総合的な土砂災害対策の推進、予算１０億

８，９００万円に関わって質問します。 

一昨年の８月、広島市では甚大な土砂災害被

害が発生しました。広島県は、土砂災害危険箇

所が全国最多の３万か所以上、そのうち土砂災
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害警戒区域の指定は３分の１でした。 

一方、本県での土砂災害危険箇所は４，２１

９か所、警戒区域の指定率は９８．４％です。

地域別では、秩父市６５８か所、皆野町３３７

か所、小鹿野町３２５か所など、ＪＲ八高線以

西を始め飯能市８６７か所、所沢市４７か所、

狭山市２４か所、さいたま市１０か所など広範

囲です。 

この問題では、当県議団にも切実な要望を寄

せられています。小鹿野町の町議からは、県道

薄小森線、小森地区内の採石場近くの小森川に

沿った箇所約２００メートルくらい、県道が２

０メートルから５０メートルの断崖下にあり、

これまでも落石、崩落などでたびたび通行止め

となっている。方策対策を急いで欲しい、こう

いう声です。 

伺いますが、県はハード対策として、来年度

も砂防事業や地すべり対策事業とともに、急傾

斜地崩壊対策事業を行うとしていますが、整備

を必要とする箇所は何か所と考えているのか、

また、整備事業のロードマップはあるのか、お

答えください。 

 

 

Ａ．県土整備部長  

急傾斜地崩壊危険箇所、埼玉県は２，９０７

か所ございます。そのうち、国の採択基準等を

勘案して、県が整備をしなければならない傾斜

地、人家が５戸以上ですとか、あるいは公共施

設があるとか、そういうような場所については

７４５か所ございます。既に１１５か所の整備

が完了しておりますので、残り６３０か所が県

が整備をする必要がある箇所というふうに考え

ております。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

それをどう今後整備していくかということが

ロードマップになるので、その辺まずお答えく

ださい。 

 

 

Ａ．県土整備部長  

すみません、失礼しました。 

その６３０か所をどうやってやっていくかと

いうのは、 全部をやるロードマップを作っても、

あまり現実的ではありません。物すごい年数が

かかってしまいます。ですので、優先度の高い

ところ、例えば保全対象が非常に極めて重要な

ところ、例えば要介護者用の施設があるとか、

そういうような災害弱者が対象になるようなと

ころから順次整備を行っていくということで、

何年までに何か所のどこをやるというようなロー

ドマップは、現実的には作っておりません。全

国でも数十万か所の危険地があって、やはり同

じようなことがありますので、なかなかこの問

題でロードマップというのは難しいのかなと思っ

ております。申し訳ありません。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

是非、落石、崩落が起こっている箇所は優先

して行うべきと指摘をしておきます。 

土砂災害対策では、住民の皆さん自身が危険

箇所としての情報を地域で共有し、認識を深め

るなどが重要です。その情報提供は行政の責任

です。主に県南都市部を管轄するさいたま県土

整備事務所管内でも、土砂災害危険箇所となる

と９５か所、さいたま市４５か所、私の地元川

口市でも５０か所もあります。これら土砂災害

危険箇所については、 各県土整備事務所ごとに、

いわゆる危険箇所マップとしてホームページで

公開されておりますが、伺いますが、問題はそ

の情報が当該地域の住民全てに認識されている

かどうかです。また、市町村による土砂災害、

ハザードマップも重要な情報です。その作成は
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進んでいるんでしょうか、県としてしっかり支

援していただきたいが、お答えください。 

 

 

Ａ．県土整備部長  

お話がありましたように、土砂災害危険区域

がある市町村４１市町村のうち、指定対象の市

町村は３８市町村あって、その市町村に土砂災

害ハザードマップの作成が義務付けられている

ということでございます。３４市町村で作成の

義務がありまして、そのうち２７市町村で作成

が済んでおります。昨年度末に比べますと、１

１市町のハザードマップの作成が進みまして、

全部ではありませんけれども、進んできている

ということでございます。 

県が何を支援するかということでございます

が、やはり斜面の性状、土質の性状等を見て、

危険区域の範囲ですとか、そういったことをお

話をしながら、避難ルートとしてどういうとこ

ろが適切かというような技術的な部分の支援を

やっていっているというところでございます。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

終わっていない市町村をしっかり支援をする

ように指摘をしておきます。 

次に、防災の基本について、減災にあると考

えておりますが、土砂災害ではとりわけ高齢者

世帯、ひとり暮らしの方、先ほどお話があった

要支援の方など、災害弱者への配慮が必要です。

私たちは市町村を支援して、安全な避難場所、

避難方法の確保、訓練の徹底、従来型の訓練で

なく、夜間や降雨での訓練、要支援者の避難な

ど、改善を要望してきましたが、県はこれま 

で、全国統一防災訓練の一環として市町村の訓

練を支援していくとしております。土砂災害対

策訓練としてこれでいいんでしょうか。現実 

的・実効ある避難訓練へ、県としてリーダー 

シップを発揮すべきです。来年度の取り組みで

はどんな改善拡充をするのか、 お答えください。 

 

 

Ａ．県土整備部長  

非常に難しい問題とは思いますけれども、埼

玉の場合、土砂災害の発生事例が非常に少なく

て、それぞれの市町村でなかなか身近に―余り

身近に土砂災害を感じてはいけないんですけれ

ども―なかなか緊迫感が出てきていないような

ことも事実です。実際に平成２７年度、土砂災

害を想定した避難訓練は９市町で行われました。

ハザードマップを活用して、避難訓練や避難所

の確認を行っておりまして、飯能市とか神川町

では、実際に福祉施設と連携をした避難訓練を

したというような事例もございます。 

県としては、まずは土砂災害の性状、何とい

うんですか、科学的な、なぜ斜面が崩れるの 

か、どういう予兆があるのかとか、崩れたらど

うなるのかとかいうような、そういうような部

分も含めて、毎年、国の専門家をお呼びいたし

まして、土砂災害の危険性のある対象の市町村

の職員の皆さんに、これは毎年ですけれども、

研修を受けていただいて、いつ起こるか分から

ないというような危機感をあおるわけではござ

いませんが、危機意識を持っていただくような

ことをやっております。 

それから、そのほかに、土砂災害警戒情報と

いうのを県と気象庁で発表するわけですけれど

も、それらの情報については、先ほどもちょっ

と水防のところでお話ししましたが、県からそ

の情報を登録していただいた皆さんの端末に直

接ダイレクトで個人個人にお知らせするような

取り組みも進めていきたいというふうに思って

おります。 
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Ｑ．村岡委員 

しっかりやってください。 

次に、歳出予算の事業概要４ページ、５ペー

ジの埼玉県道路公社に関連して伺います。 

公社管理の有料道路は現在、皆野寄居有料道

路、新見沼大橋有料道路、狭山環状有料道路の

３路線です。料金は、普通車が１５０円又は４

２０円です。国道は無料なのに、なぜこの道路

だけ有料なのか。ここを避けるために、狭い住

宅道路に多くの車が入り込んでいる。有料道路

は車が少ないのに、近くの道路は大渋滞、混雑

緩和の効果がないなどの声が寄せられておりま

す。普通、直轄国道ですと国と県が折半し、県

は県債を発行しますが、 この公社の道路の場合、

県負担は２割で、 ８割を国や民間から借り入れ、

その分を料金収入で償還する仕組みです。ただ

し、おおむね３０年かかっても償還不可能な場

合、料金は無料となります。この間、２５４号

バイパスなどが無料となっており、喜ばれてお

ります。 

伺いますが、このような有料道路を道路公社

が造る意義とは何ですか。３路線の地元から強

い要望があったんでしょうか、お答えしてくだ

さい。 

 

 

Ａ．県土整備部長  

有料道路のメリットは、まず第１に、早く道

路が造れるということでございます。多額の費

用を要するような多くの山岳トンネルを抱えて

いたり、あるいは非常に長大な橋りょうを必要

とするような路線については、通常の予算でやっ

ていきますとなかなか事業が進みません。それ

を有料道路事業を導入することによって、一気

に進めることができるということで、非常に道

路を整備する側からすれば、早くできるという

ことでよろしいかなというふうに思っておりま

す。 

要望があったかということでございますが、

狭山の有料道路につきましては、有料道路でも

構わないので早く道路整備をしていただきたい

というような要望があったということでござい

ます。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

２つはなかったということになりますね。 

具体的に聞きます。 狭山環状有料道路ですが、

入間川に架かる橋の部分が有料道路となってい

ます。稼働以来２９年間がたち、東京狭山線が

延伸し、圏央道から東京までつながる幹線道路

の橋となっております。一方、川上、川下にも

新しい橋ができたので、有料橋を避けて多くの

車が住宅街に抜けていきます。国道１６号は、

朝など大変な渋滞です。こうした結果、有料道

路の通行量は少なく、当然償還など進んでおり

ません。有料期間は、平成３３年までです。狭

山・日高・所沢市民はもちろん、近隣住民も一

刻も早くこの橋を無料にしてほしいと願ってお

ります。 

本来、有料道路整備費は、国、市中銀行と合

わせて、県の出資金全て料金収入で償還される

べきです。しかし、２５４号バイパスも、県出

資金は償還できていませんが、無料化に踏み切

りました。 

そこで伺いますが、狭山環状有料道路の国・

市中銀行からの借り入れ償還は１年後のはずで

す。多くの有料道路が県出資金を政治的に返還

免除して無料になっているわけで、狭山環状も

国や銀行へ償還が終わった時点で無料にすべき

と考えますが、答弁を求めます。 

 

 

Ａ．県土整備部長  

狭山の環状有料道路の御質問でございますが、

当初、昭和６２年３月の開通から３０年で、平
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成２９年３月までということにしておったんで

すが、実は国道１６号の下をくぐる立体交差の

部分を追加工事として行ったために、現在では

料金徴収期間も平成３３年７月まで延長になっ

ております。その際に、国と民間からも借り入

を行っておりますので、その期間も同様に、平

成３３年度末までということで、その償還期間

は据えられております。償還期間が切れれば当

然、 そこで料金徴収は止まるわけですけれども、

有料道路の先ほど私ちょっと申し上げ落とした

かもしれませんが、大きな特徴としては受益者

負担の考え方がございます。その道路を主に利

用する地域の皆様方の利用の便に供するための

ものについて、全く何というんですか、埼玉県

民全員から、皆さんからそこの部分の料金を代

わりに負担してもらうことになりますので、県

が税金を導入するということはですね。 

ですので、なかなかそういうことも、難しい

のかなというふうに考えております。 

 

 

委員長  

４７秒です。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

皆野寄居有料道路について聞きますが、ここ

は普通車料金は４２０円と非常に高いんですね。

ですから、いわゆる生活利用には重過ぎるとい

う声がたくさん寄せられております。 浦和橋は、

償還期限前に無料としております。これは、さ

いたま市が負担をしたことが理由だと思うんで

すが、このように県などが負担すれば料金の減

免は可能です。この皆野寄居有料道路の無料

化・低料金化についてお答えください。 

 

 

 

Ａ．県土整備部長  

先ほど申し上げましたように、受益者負担の

原則を崩して、 県の税金を投入するというのは、

有料道路に踏み切ったことからも考えまして、

なかなか難しいと思います。皆野バイパスの通

行料金は非常に高いということを御指摘いただ

きましたけれども、もうちょっとお待ちいただ

ければ、皆野秩父バイパスが完成します。その

部分は無料ですので、そうなれば非常に利便性

の高い道路となって、費用便益も上がってくる

ものというふうに考えております。 

 

 

 

◆部局別質疑（教育委員会）３月 16 日 

 

Ｑ．村岡委員 

日本共産党の村岡正嗣です。 

早速伺います。 

当初予算案の主要な施策１２ページ、共助社

会の形成に向けた特別支援教育推進事業に関連

して発達障害児の通級指導教室について伺いま

す。 

通級指導教室は、普通教室に通常は通いなが

ら、週に１回程度特別な指導を受ける発達を促

す場です。本県には、言語・難聴児が１００教

室、発達・情緒障害児が１４２教室あります。

例えば、情緒・発達障害の教室では、障害の特

性に即して、この場面ではなぜこういうことを

言われたんだろうねなどと、じっくり子どもに

考えさせる指導が行われています。子どもにとっ

てほっとできる時間であり、同時に保護者にとっ

ても、誰にも相談もできずに来たけれども、 こ

こではアドバイスをくれる先生がいると、心の

よりどころになっています。 

今回、発達障害児を持つお母さんたちからお

手紙をいただきましたので、御紹介させていた

だきたいと思います。 



2016 年２月定例会 県政資料 130 号 

 
- 47 - 

 
 

小５男子のお母さんです。「息子は多動など 

の目立った特性がないため、一見して要支援に

は見えませんが、時間や物品の管理が極端に苦

手だったり、３桁計算の繰り上がり、繰り下が

りが分からないのに、理科や社会の興味や理解

度が高いなど、発達障害児の特有の傾向が見ら

れます。今年度、通級指導教室が富士見市に１

クラスできましたが、希望者が多過ぎて、息子

のような要支援の子には利用できるか、難しい

です。」 

同じく小５男子のお母さん。「中学生になっ 

たら通級指導教室がありません。中学生は小学

生とは課題も、悩みの量も質も大きく変わりま

す。例えば、自閉症スペクトラムのうち、知的

障害のない、いわゆるアスペルガー症候群でＩ

Ｑの高く出る場合、塾に行かなくても成績はど

れも良く、それでいて人付き合いは苦手で、周

囲から反感を買います。障害について理解がな

く、得意と不得意の大きな差異が障害に由来す

るものとは思われずに、本気を出せばできるの

にやっていないと評価され、叱られ続けます。

どんなに頑張っても、努力が足りないと評価さ

れれば、もう心身がへとへとでも、そうか、ま

だ足りないんだと更に努力し、でも、周囲と同

列になれず、疲れ果てていきます。自己肯定感

を得られる体験を重ねていくこと、自分の存在

意義を見出して、自分自身を尊重できること、

このことを発達障害児に教えてほしいと切に

願っています。」これ、お母さんの声です。 

ここで、質問です。周囲から理解を得にくい

発達障害児にとって、通級指導教室が心のより

どころとなること、保護者にとっても心の支え

となること、このような通級指導教室の存在意

義について、 教育長はどう認識されているのか、

お答えください。 

 

 

 

Ａ．教育長  

通級指導教室というのが今、村岡委員の言っ

たとおりの意味があって、国の加配に基づいて

実はやっている制度でございます。この子たち

が普通学級での学習をスムーズにできるように

ということで、通級指導というのをやっており

まして、このことで子どもたち１人１人が、そ

の子に応じてきちんと合わせた教育ができると

いうふうになるためには、非常に重要な仕組み

だなというふうに認識しております。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

本当に重要ですね。 

私の知っている子も、この通級で本当に助かっ

たと、そういう感想も聞いております。 

お手紙をいただいたお母さんたちは、富士見

市の方々です。 富士見市は全部で３教室ですが、

入間市は１１教室と、市町村によって通級指導

教室数には差があります。また、小学校は２１

６教室設置されているのに、中学校は２４教室

と、中学校への設置が進んでいません。 

富士見市の保護者の皆さんは、富士見市に発

達障害児の通級指導教室を増設してほしい、ま

た、中学校にもつくってほしいと要望していま

すが、この小中、この点について御答弁くださ

い。 

 

 

Ａ．教育長  

通級指導教室というのは、国から定数の加配

というのがあって、それがないとなかなかでき

ないものですから、１つは、国へまた要望して

いかなくちゃならないということでは要望して

まいりたいというふうに考えていますし、そう

いう声に応じて、富士見市も確か今年度当初に

１つ増やしたんですが、なるべく増やせる形で

我々としても努力をしてまいりたいというふう
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に思っております。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

これはしっかりやってもらいたいと思います。 

それで、発達障害を持つ皆さんの苦しみや悩

みに心寄せて、今、教育長から再三、国の加配

の話が出ましたけれども、国の加配を得らなく

ても、県単でもつくるんだと、こういう決意は

どうでしょうか、お答えください。 

 

 

Ａ．教育長  

通級の指導につきましては、なかなか国の加

配がないと厳しいというのが現状で実はありま

す。ただ、埼玉県には支援籍という制度がござ

います。これがなかなか使い勝手が良くて、い

わゆる特別支援学級というのがあります。この

学級の担任が通常の学級にいるこういう子たち

に対しての指導もできる形になっておりますの

で、こういう何というんですか、支援籍という

のを利用して、特別支援学級の先生が少し関わ

るですか、こういうこともできるかと思います

ので、国にも要望してまいりますけれども、こ

ういう形の埼玉県独自の仕組みも利用しながら

やっていきたいというふうに思っております。 

 

 

 

Ｑ．村岡委員 

国にもしっかり言ってもらいたいですし、県

単という話をしましたけれども、しっかりお母

さん方、保護者の声も聴いていただいて、その

上で、一歩でも半歩でも前進するようにやるよ

うに、強くこれは求めておきたいと思います。 

次に、臨時的任用教員について伺います。 

当初予算案における主要な施策２４ページ、

これは教育局条例定数一覧です。平成２８年度

教職員の定数は４万７，３９９人です。実は、

このうち約４，５００人は、１年未満の期限付

任用である定数内臨時的任用教員です。 

要求資料８によれば、定数内臨任の教員数に

占める割合は、小中学校で１０％以上、特別支

援学校では和光南の２８％をはじめ３割近くに

達しています。臨任教員は担任を持つなど、正

規職と同じ仕事をしており、学校現場にとって

も臨任教員は欠かすことができない存在となっ

ているのが現状です。 

教育長に伺いますけれども、この臨任教員が

現場で果たしている役割の重さですね、これを

どのように捉えておられるか、お答えください。 

 

 

Ａ．教育長  

臨時的任用教員も本採用教員も同じように、

子どもたちにとっては先生です。勤務の内容も

同じですので、同じように重要であるというふ

うに考えております。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

正に、役割は重いという、同じ重さという答

弁でした。ところが、この臨任教員の処遇は低

いと、私言わざるを得ません。何年も継続して

勤務しているにもかかわらず、臨任教員は年休

を翌年に繰り越すこともできないし、また、１

年単位で赴任校がくるくる変わって、しかも４

月にならなければ赴任校も分からないと、不安

のまま授業に臨む、これは生徒にとっても良く

ないと思います。 

まず、年休の繰越しについてですけれども、

臨時的任用教員の任期は最長１年以内とされて

いますが、 総務省は長期雇用の実態を踏まえて、

労働基準法に基づき年休の繰越しを認める通知

を出したはずです。教育長、これは直ちに総務

省の通知どおり、年休繰越しを認めていただき
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たいですが、どうですか、答弁お願いします。 

 

 

Ａ．教育長  

そうした総務省の通知はよく承知しておりま

す。そのため、このたび本県でも、来年度から

ですが、臨時的任用者の年休の繰越しができる

よう制度を改正する予定でございます。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

来年度から制度を改正する予定だというふう

に今答弁ありました。仮にそういうふうに、是

非実施をしてもらいたいんですが、その際、今

年度の分を遡るという言い方は変だけれども、

今年度の分もきちっと適用していただきたいと

思うんですが、この点についてはどうでしょう

か。 

 

 

Ａ．教育長  

制度の場合、例えば今平成２７年度ですが、

この時点でこういう制度が変わるということを

あらかじめ周知しているわけではございません

ので、そういった意味から、制度が変わったと

ころから適用という形にさせていただきたいと

考えております。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

決して平成２７年度の方からしても不公平感

はない、喜ばれると私は思っております。 

では、続いて、同一校の継続について伺いま

す。 

ひどい例では、 直接私も聞きましたけれども、

臨任の教員によっては、本当に近くにある２つ

の学校を１年置きに行ったり来たりさせられる

例も、現実にあるんですね。これは、生徒にとっ

ても非常に困惑すると思うんです。教わってい

た先生が何で前の学校に行っているんだろうと。

同じ先生がある程度同一校に継続勤務すること

は、生徒のためだと思いますし、ですから、特

別支援学校では確か３年間同一校での継続が原

則とされております。小中学校や特別支援学級

でも、継続すべき状況はあるはずです。 

昨年、教育長はこの問題で議会答弁で、「学校

の状況や要望などを踏まえ対応しているところ

です。」と答弁されております。子どもたちのた

めにも、同一校での継続を適用していただきた

いと思いますが、答弁をお願いします。 

 

 

Ａ．教育長  

基本的には臨時的任用教員は１年、半年の雇

用で、１回ずつ更新ということで１年までとなっ

ているという法律の原則がありますので、基本

的にはやはり同一校にするのは例外的であると

いう立場を取らざるを得ないということがござ

います。ですから、例外的な適用はするという

点で、個々の事情を勘案しながら見ていくと。

やっぱり、子どもたちの教育のためにどうした

らいいかということは確かに大事なことですの

で、そういう視点から、例外として認められる

かどうかというところで判断させていただけれ

ばなというふうに思っております。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

その例外的ということですけれども、これま

でもそれを認めてこなかったということはない

はずなので、正に子どもたちのためという視点

で、例外的という判断をされたケースがあると

思うんですが、具体的にはどういうことがあり

ますか。 
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Ａ．教育長  

いろんな場合があると思うんですが、例えば

指導者が小学校の学校であるところで、マーチ

ングとか鼓笛隊とかそういう指導者がやって

おったものが、いなくなってしまって、不足し

ていて、どうしてもその人以外に、ほかに適当

な人がいないというところで、その人を２年間

続けてお願いしたとかという事例があったりと

か、また、やっぱり部活動などで顧問で、その

人に代わる先生がなかなか、異動とかいろんな

点で見つからなかったというためにと、その人

をやむなく２年間続けてという、そういう事例

がございます。 

ですから、そのほか、例えば教科によって登

録した人数が少ないという教科で、やっぱりそ

こにその教科の臨時的なポストができてしまっ

て、ほかの先生が見つけられないという状況も

あります。そういういろんな幾つかの例外的な

状況の中で、同一校の連続の勤務というんです

か、それをお願いしている事例がございます。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

現実には、来年度予算の中でも４，５００人

以上という人数が現実に働いておられます。こ

れは、先ほど星野委員も触れましたけれども、

東京に能力のある方が流れているという話もあ

りまして、処遇の低さとか専攻の問題などが私

はあると思うんですが、年度ぎりぎり、あるい

は過ぎてからでないと任用継続が決まらないと

いう、こういう不安な状態に置いていては、本

当に子どものためにもならないと思うんですね。 

そういう意味でも、この４，５００人を超え

る臨任というのを変えなくちゃいけない。一刻

も早く改善すべきだと思いますので、最後に教

育長のこの改善の決意をお聞きしたいと思いま

す。 

 

 

Ａ．教育長  

臨時的任用教員が多いというのは、確かに私

も問題だと思っていますので、基本的には本採

用教員の数を増やすということで臨時的任用教

員の数を減らしていきたいと思っていますので、

そうした意味で本採用教員の採用をできるだけ

努めてまいりたいと考えております。 

 

 

 

◆総括質疑（３月 22 日） 

 

Ｑ．村岡委員 

日本共産党の村岡正嗣です。 

最初に、ブラックバイトから高校生、学生を

守ることについて伺います。 

知事はブラックバイトを御存じでしょうか。

従業員に劣悪な環境での労働を強いる企業は、

ブラック企業と呼ばれ、大きな社会問題となっ

ていますが、この状況は今や高校生や学生のア

ルバイトにも及んでいます。私はこの間、首都

圏青年ユニオンや若者に直接話を聞いてまいり

ました。御紹介します。 

コンビニでバイトの大学生、３８度の熱が出

て帰らせてほしいと店長に言うと、代わりを見

つけろとバイト名簿の一覧を渡され、自分で電

話をかけさせられた。同じく、コンビニバイト

の学生、仕事が終わってタイムカードを打った

ら、終業時刻より２７分過ぎていた。しかし、

店長は１５分以上は駄目と言い、残業代が出た

のは１５分間だけだった。おでんセールのとき

はおでんを買わされ、ファミリー制度といって

２，１００円のものも買わされたこともある。

コンビニでバイトの高校生、テスト前など休み

たいと言っても休ませてくれない。逆に、仕事

に行ったらいきなり今日は仕事がないからと言

われた。飲食店でバイトの高校生、仕事用とし
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て履く靴の代金を給料から差っ引かれた。制服

のクリーニング代を請求されたなど。これはほ

んの一例です。 

知事、賃金の未払い、レジの金額が合わない

と弁償させるなどの違算金、長時間労働など、

ブラックバイトに苦しむ今の高校生や学生の置

かれている状況について、どう認識されており

ますか。御答弁ください。 

 

 

Ａ．知事  

１つ１つ個々の事例を追い掛けて調査したこ

とはございませんが、今、村岡議員が言われた

ようなことがあるということは報告を受けてお

りますし、また県の労働相談センターでも、休

日労働や深夜労働の割増し賃金が支払われてい

ないという、そういう相談、あるいは話などが

伝わってきていることは報告としてしっかり伺っ

ております。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

是非、この点は学生、高校生、若者に対して

知事ももう少し詳しく突っ込んで状況を聞いて

いただきたいということを指摘をしておきます。 

これは教育長に伺います。この問題でまず提

案したいことは、高校生、学生に労働について

学ぶ機会をしっかり作っていただきたいという

ことです。教科書には労働基準法などの解説は

ありますが、ブラックバイトなど身近な問題へ

の参考にはなりません。その点、さいたま市が

市内高校生に配布しているこの「働く人の支援

ガイド」は、４ページをブラック企業と学生ア

ルバイト問題に当てています。また、埼玉弁護

士会は、さいたま市内の高校へ出前講座として

ワークルール講座に力を入れています。弁護士

からは、ひどいことをされたとき、どこに相談

すればいいのかを教えることが大事とお聞きを

いたしました。 

教育長、埼玉労働局や埼玉弁護士会などとも

協力して、働き方のルール、ワークルール講座

をまず県立高校から始めて進めていただきたい。

ブラック企業、ブラックバイトが社会問題化す

る今日、高校生や学生など若者が社会で働く際

に必要な基本的なワークルールを身に付けるこ

とは必要ではありませんか。お答えください。 

 

 

Ａ．教育長  

働き方のルールを身に付けさせることにつき

ましては、高校生など若者が社会で働くために

必要なことであるというふうに考えております。

現在、高校では、雇用と労働をめぐる問題につ

いて考察させるなど、労働に関する様々な学習

を行っております。例えば、埼玉労働局や産業

労働部、社会保険労務士会などと連携した講演

会により、実践的な対処法を生徒に身に付けさ

せるとともに、相談窓口の利用について学ばせ

ている学校もございます。 

また、厚生労働省のほうで、アルバイトを行

う際に注意すべき点やトラブルがあったときの

相談窓口が紹介されたリーフレットを作成して

おります。このリーフレットを先日全ての県立

高校に配布したところでございます。 

引き続き、専門家による支援や具体的な相談

窓口の周知などにつきまして、校長会議などを

通じまして働き掛けてまいりたいと思います。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

厚生労働省の作ったリーフを全県全ての学校

で配ったということで、これは大事だと思いま

すね。ただ、そこにブラックバイトとか、そう

いうのがどれだけ書かれているかというのは、

私は少し不十分だと思っているんです。 それと、

学校によっては講座の中で卒業したＯＢの方に
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来ていただいて、実体験を語ってもらうという

のも、これも非常に生徒さんには身近に感じて

いいんですね。そういった工夫も是非やってい

ただきたい、そのことも併せて指摘をしておき

たいと思います。 

知事に伺います。次に提案したいのは、被害

を受けた若者の救済についてです。 

埼玉県は、若者向け相談窓口として若者労働

ほっとラインを始めたと聞きました。来年度に

１２７万８，０００円が計上されていますが、

これはすばらしいと思います。そこで、この若

者労働ほっとラインをもっともっと高校生や学

生の中に広げていただきたい。残念ながら、本

県のホームページからでは、このほっとライン

にたどり着くのが難しい。その点、ラインやツ

イッターを使えば若者自身によって拡散される

はずなんです。是非埼玉県として例えば、これ

は例えばですが、嫌だブラックバイト＠埼玉な

どのアカウントを作って、ほっとラインの情報

を流していただきたい。知事、いかがでしょう

か、御答弁をお願いします。 

 

 

Ａ．知事  

とてもいい提案だと思いますので、情報の管

理等、課題がないようであれば、早速やりたい

と思います。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

是非お願いします。私もこの若者労働ほっと

ラインを見てみようと思ったら、県のホームペー

ジ開いてそこにたどり着くまでに５回も６回も

アクセスしないとたどり着かないですね。是非、

そういうことで、これはやっていただきたいと

思います。 

次に、先日の部局別質疑の中で、県は労働相

談業務を行っている団体を集めて若者労働連携

会議を行っているとの答弁がありました。事例

研究を行っているとのことで、とてもいい取り

組みだと思います。 

京都では、この３月、京都労働局と京都府、

京都市が京都ブラックバイト対策協議会を発足

させました。事業者が加害者になることを防ぐ

事業者向けの助言も行うそうです。これは大事

な視点だと思います。知事、県内事業者への指

導・助言にも対応できるよう、本県での連携会

議の発展、拡充を図っていただきたいと思いま

すが、答弁をお願いします。 

 

 

Ａ．知事  

確かに若者労働連絡会議のメンバーは、埼玉

労働局、 埼玉弁護士会、 日本司法支援センター、

法テラスですね、社会保険労務士会、連合埼玉、

日本産業カウンセラー協会、労働委員会事務局、

産業労働部が入っておりますので、かなりカバー

ができるというふうに思っておりますので、ブ

ラックバイトの部分に関しての議論がどの程度

ここの中でできたかと確認しておりません。も

ししていないとすれば、早速その部分を入れて、

具体的な成果が出せるような提言をしていただ

きたいというふうに思います。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

事業者にもワークルールをよく知ってもらう

という、ここがとても大事ですね。コンビニな

どのオーナーなども、要するにロイヤリティー

を含めていわゆる運営会社からものすごい縛り

を受けているんですね。そのしわ寄せがバイト

に行くわけで、そういう意味ではこの視点が大

事なので、国のほうでは今超党派の国会議員連

盟が労働者や使用者にワークルールを身に付け

てもらおうとして、ワークルール教育推進法案

の提出を検討していると聞きました。県として
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も、同様の趣旨で例えば条例制定の検討なども

視野に入れて検討すべきだと、この際指摘をし

ておきたいと思います。 

次に移ります。 

給付型奨学金についてです。 

今や、学生の２．６人に１人は日本学生支援

機構の貸与型奨学金を利用しています。奨学生

の約７割は有利子です。延滞金は年５％、滞納

が３か月を超えると債権回収業者に回され、過

酷な取り立てが始まります。ブラックリストに

も登録されます。９か月滞納で法的措置をとら

れ、訴訟件数は２０１２年度で６，１９３件と

激増しています。 

現在、支援機構の奨学金延滞者は全国で約３

３万人、多くの人が低賃金の非正規雇用などで

返済したくとも返済できない状況にあります。

埼玉県内の女性の例ですけれども、卒業時の返

済額が２４０万円、長時間労働で病気になり退

職を余儀なくされて、返済できずに自己破産に

追い込まれた例もこの県内でもあります。 

こうした返済に苦しむ若者たちの状況につい

て、 知事はどのように認識をされておられるか、

お答えいただきたいと思います。 

 

 

Ａ．知事  

奨学金の平均貸与額が２９６万円ということ

になっております。また、機構の利用者におけ

る延滞者のうち約３３％が年収１００万円未満、

返還が困難な経済状況にある社会人が多いと。

現在、この原因というのは、やっぱりここ２０

年で給与所得者の平均給与が１００万円下がっ

ている、これはもう事実としてある。 ２つ目は、

正規と非正規の雇用が９０年前後は８対２だっ

たのが、今は６対４になっていると。３つ目は、

この２つも重なって厳しい経済状況が影響して、

貸与者の返還に対する意識が低い。若干モラル

の面でもつらくなってきている。この３つが重

なって今日の状況になっているんではないかと

いうふうに私は思っております。この部分を解

消しないと、これからも延滞者を減らすことが

難しいのではないかというふうに思っておりま

す。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

今、原因について知事からもお話がありまし

た。おおむねそうだと思いますが、奨学金を借

りたがために、社会人になる際にもう数百万円

から１，０００万円近い借金を抱える若者が出

るという今の状況ということ自体異常だと思う

んですね。問題の根本に、今お話があったよう

に家計収入の低下と学費の高騰があるのは、こ

れはもう明白です。そこで是非、埼玉県として

学生向けの給付型奨学金を創設していただきた

い。高校生向け奨学金にも給付制の導入をして

いただきたい。 

長野県では、来年度、文系で年１５万円、理

系で年２５万円の給付型奨学金を実施すると聞

いております。知事、是非本県でも給付型奨学

金の創設、 御検討いただきたいと思うんですが、

いかがでしょうか。 

 

 

Ａ．知事  

人口の多い県でございますので、一たび制度

化されるとなかなか財政的に困難でありますが、

県では少し特化した形で給付型の奨学金を大学

生向けには出しております。御案内のとおり、

グローバル人材育成基金を活用して給付型の奨

学金制度を設けておりますし、また、医師不足

解消のための医学生向けの奨学金制度を実施し

て、県内で医師として勤務すれば免除という形

になっております。 

国も、無利子奨学金の枠の拡大を現行制度の

改善という形の中で検討しておられますので、
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その部分もやはりしっかり受け止めていかなく

ちゃいけないのかなというふうに思っておりま

す。 

是非、国においてそうした部分をしっかりやっ

ていただきたい、このように思っております。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

この支援機構の奨学金については、入り口は

奨学金、出口は金融と言われているんですね。

これから奨学金を借りようというときに、どう

したらいいか。それから、返済できなくなって

しまったとき、裁判所から支払督促が届いてびっ

くりしたときですね。こうした疑問や悩みに学

生や奨学金を返済している若い方がどこに相談

していいかよく分からず、抱え込んでしまうケー

スが多いんですね。その受け皿として、本県で

は弁護士や司法書士などが埼玉奨学金問題ネッ

トワークを作って無料電話相談を行っています。

まずこうした相談窓口のあることを県としても

是非周知徹底していただきたいんですね。この

任意の団体だけでは周知が不十分なんです。行

政がやればぱっと広がると思うんですね。是非

これを県がやっていただきたい、周知をですね。

お答えいただきたいと思います。 

 

 

Ａ．知事  

いい御提案ですので、早速受け止めたいと思

います。 

 

 

委員長  

１３秒。 

 

Ｑ．村岡委員 

頑張ってやってください、お願いします。 

 


